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印西クリーンセンター放射性物質に関する報告 
 

 

１ 放射性物質の測定結果 

放射性物質汚染対処特別措置法に基づき月１回測定しています。 

・焼却灰（主灰・飛灰）の放射性セシウムの測定結果（セシウム 134と137の合計値） 

 
 

 

・排ガス中の放射性セシウムの測定結果（セシウム 134と 137 の合計値） 

測定月 炉別 測定容器 分析の結果 検出下限値 

平成 29年１月 ３号炉 
ろ紙部 不検出 ２（134 又は 137） 

ドレン部 同上 同上 

平成28年12月 ３号炉 
ろ紙部 同上 同上 

ドレン部 同上 同上 

平成28年11月 ３号炉 
ろ紙部 同上 同上 

ドレン部 同上 同上 
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２ 空間線量の推移 

印西クリーンセンター敷地内及び敷地境界の９地点で週１回測定しています。 

・敷地境界４地点の空間線量月平均値（地上高 100cm） 

 

 

（測定位置図） 

 

 

３ 焼却灰（主灰・飛灰）の処理状況 

  放射性物質の測定結果により、基準値（8,000Bq/kg）以下を確認し、民間処理業者へ

搬出・資源化（飛灰は全量）と印西地区一般廃棄物最終処分場へ埋立処分しています。 

  基準値を超えた飛灰（平成 23 年 7月、8月発生の指定廃棄物）は 130ｔあり、ドラム

缶（252 缶）・フレコンバッグ（120 袋）に入れて一時保管しています。この指定廃棄物

は国が処分するものです。 

第６地点（外周歩道工事のため工

場敷地内で測定（H27.11/24～

H28.4/5） 

第４地点 

第３地点 第 2 地点 

除染対象線量 0.230 
    ﾏｲｸﾛｼｰﾍﾞﾙﾄ/時間 
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（平成 28年度：29 年１月末現在） 

区  分 搬 出 先 計画処理量 処 理 量 

主 灰 

（燃えがら） 

印西地区一般廃棄物最終処

分場で埋立処分 
１，８８６ｔ １，３７２ｔ 

飛 灰 

（ばいじん） 

印西クリーンセンターで一

時保管（指定廃棄物は印西市

収集センター） 

― 指定廃棄物約 130ｔ 

主灰と飛灰

の混合灰 

民間処理業者へ搬出・資源化 

（ツネイシカムテックス埼玉

㈱：埼玉県） 

※主灰対飛灰＝６対４ 

４，３９６ｔ 

（主灰 2,638ｔ、 

飛灰 1,758ｔ） 

３，２０２ｔ 

（主灰 1,921ｔ、 

飛灰 1,281ｔ） 

・4 月 308ｔ（主灰 185ｔ、飛灰 123ｔ） 

・5 月 299ｔ（主灰 179ｔ、飛灰 120ｔ） 

・6 月 302ｔ（主灰 181ｔ、飛灰 121ｔ） 

・7 月 370ｔ（主灰 222ｔ、飛灰 148ｔ） 

・８月 363ｔ（主灰 218ｔ、飛灰 145ｔ） 

・９月 307ｔ（主灰 184ｔ、飛灰 123ｔ） 

・10 月 383ｔ（主灰 230ｔ、飛灰 153ｔ） 

・11 月 244ｔ（主灰 146ｔ、飛灰 98ｔ） 

・12 月 337ｔ（主灰 202ｔ、飛灰 135ｔ） 

・１月 286ｔ（主灰 172ｔ、飛灰 114ｔ） 

※ 四捨五入によりｔ単位で表記している。 

 

 

 

 

 

 

 

 



H29.3
年　　度
月 5月 6月

受入供給設備 給電ケーブル更新予定
1 　ごみクレーン

燃焼設備 ３号炉給塵装置更新予定
2 　焼却炉等

燃焼ガス冷却設備
3 　廃熱ボイラ等 ３号炉水冷壁一部更新

給排水・排水処理設備 H28年度終了
4 　機器冷却水ポンプ等

余熱利用設備 更新予定
5 　タービン起動盤

通風設備 ３号炉系更新予定
6 　各送風機

灰出し設備 給電ケーブル更新予定
7 　灰クレーン

電気設備 ３号炉系更新予定
8 　制御装置等

計装・データ処理設備 ３号炉系更新予定
9 　自動制御システム等

土木・建築工事
10 　屋根防水等 屋根防水工事

11 性能確認 ２号炉性能確認
１１月予定

12 全炉停止期間

備　考
3月 4月

H29年度H28年度
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平成28年度第4回環境委員会（3月4日（土））

○印西クリーンセンター周辺臭気に関するモニタリング報告
（単位：回数）

計
臭い有 無 臭い有 無 臭い有 無 臭い有 無 臭い有 無 臭い有 無 臭い有 無 臭い有 無 計

小倉台一丁目 風下側 1 3 1 1 1 1 1 7 8

アビック21自治会 風上又は横川 3 1 4 3 4 4 4 0 23 23

（北西約450m） 確認できない 0 0 0

小倉台二丁目 風下側 3 2 1 1 1 0 8 8

オネックス自治会 風上又は横川 1 2 3 3 3 5 5 0 22 22

（西約900m） 確認できない 1 0 1 1

風下側 0 0 0

一般通報 風上又は横川 0 0 0

確認できない 0 0 0

風下側 0 4 0 5 1 2 0 2 0 1 0 1 0 0 1 15 16

計 風上又は横川 0 4 0 3 0 7 0 6 0 7 0 9 0 9 0 45 45

確認できない 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1

内野一丁目 風下側 1 2 1 3 5 5 3 0 20 20

東団地自治会 風上又は横川 4 3 4 2 2 0 15 15

（南東約1000m） 確認できない 0 0 0

内野二丁目 風下側 2 5 5 0 12 12

西団地自治会 風上又は横川 5 5 5 3 2 0 20 20

（南東約650m） 確認できない 0 0 0

内野二丁目 風下側 1 1 2 2 1 0 7 7

南第二団地町内会 風上又は横川 5 3 4 4 2 3 4 0 25 25

（南南東約1000m） 確認できない 0 0 0

内野二丁目 風下側 1 2 2 3 3 0 11 11

南第二団地町内会 風上又は横川 5 3 4 3 2 2 1 0 20 20

（南南東約1050m） 確認できない 0 0 0

高花四丁目 風下側 1 1 1 2 4 4 0 13 13

町内会 風上又は横川 3 5 3 3 2 1 0 17 17

（東南東約2000m） 確認できない 0 0 0

風下側 0 0 0

一般通報 風上又は横川 0 0 0

確認できない 0 0 0

風下側 0 2 0 4 0 2 0 9 0 11 0 19 0 16 0 63 63

計 風上又は横川 0 22 0 19 0 20 0 15 0 8 0 5 0 8 0 97 97

確認できない 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

風下側 0 6 0 9 1 4 0 11 0 12 0 20 0 16 1 78 79

風上又は横川 0 26 0 22 0 27 0 21 0 15 0 14 0 17 0 142 142

確認できない 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1

※風下側には、「やや風下側」を含む。

北
側
地
区

南
側
地
区

合　　計

１月７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月
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○自治会側からの質問事項に対する回答書 

質 問 事 項  回   答 

１．誘引送風機のマグネットコンタクタの交換について 

 誘引送風機のマグネットコンタクタの交換は完了したか？ 

本体のテストをしても異常は認められませんでしたが、来年度の

定期修理にて交換する予定です。 

２．指定廃棄物の指定解除ルールに伴う方針等について 

環境省は指定廃棄物の指定解除のルール定めた。（「平成二十 

三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力 

発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への 

対処に関する特別措置法施行規則の一部を改正する省令」の公 

布・施行、2016 年 04 月 28 日）平成 28 年 7 月 22 日現在、千葉県 

内では指定廃棄物を保管する十市（柏市、松戸市、流山市、我孫 

子市、東金市、市川市、印西市、八千代市、野田市、千葉市）のう 

ち、環境省は千葉市との協議を行い、放射性セシウム濃度の再測 

定を実施、指定廃棄物の指定解除の通知書の交付を受けた。 

（1）その後、印西地区環境整備事業組合または印西市に環境省か 

らの協議申し入れはあったか。 

（2）2016 年 11 月 16 日、環境大臣に対して松戸市、柏市、流山市、 

我孫子市、印西市の市長が最終処分場整備を要望したが、進捗は 

あったか？ 

（1）環境省からの協議申し入れはありません。 

 

（2）印西市より「国からは進捗するようなお話は、今のところ伺ってお

りません」との回答がありました。 

 

 

３．指定廃棄物に関して 

八千代市の指定廃棄物に関する ADR への申し立てでは、最終 

処分場に関する損害賠償を対象としている。印西地区環境整備事 

業組合が過去に請求した「放射線対策に要した費用の賠償」の副 

次産物の保管・処分に係る追加的費用は含まれているのか？ 

放射性物質の対策に要した費用については、平成２３年度の当

初執行費用から国の補助金等を除く「放射線測定費用及び汚染焼

却灰等の保管・処分に係る追加的費用」について、翌年度に東京

電力（株）へ賠償請求し、全額、当組合に入金されています。 

また、指定廃棄物（約１３０ｔ）の保管に係る費用については、平成

２３年度及び２４年度に国から「指定廃棄物保管業務委託金」として

当組合に入金されています。 
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４．排ガス中の放射性セシウムの測定結果について 

資料２の排ガス中の放射性セシウムの測定結果（セシウム 134 と 

137 の合計値）の検出下限値で、「２（１３４または１３７）」と記載され 

ているのはいかなる理由か？放射能濃度測定における検出下限値 

は、分析装置に充填する試料の密度等の影響を受け、測定ごとに 

異なる値を示すことは当然である。放射能濃度等測定方法ガイドラ 

イン（平成２５年３月 第２版）（環境省）の 5-34ページの記載例は下 

記の通り。（資料５-P３６） 

（参考）環境委員会平成２６年度第４回 20150306「会議録」の「⑥印

西クリーンセンターの排ガスの放射能量測定結果について（1）です

が測定方法は JIS に定められた方法で測定していますので、変わる

ことはありません。また、平成 23年 12月に環境省からガイドラインが

出ましたので、平成24年度からは測定項目が変更になっています。

（2）の検出下限値はガイドラインに基づき、2 ㏃/㎥になります。 

[乙委員]ガイドラインに数値が書いてあるからではなくて、その測定

ごとに検出下限値が出ているはずです。 

[甲委員]検出下限値は、ガイドラインで 2 ベクレルと出ていますの

で、それに合わせています。 

[乙委員]それは何を合わせていますか。 

[甲委員]分析業者それぞれ検出下限値が異なっているので、測定

仕様で指示しています。 

[乙委員]その都度、測定の検出下限値は違うので、そのままの値を

表示すべきで、2ベクレルだから 2ベクレルだとか表示するのはおか

しいのではないですか。 

[甲委員]あくまでもガイドラインに沿っての測定をしています。 

[乙委員]ガイドラインにそう書いてありますか。2 ベクレルというのは、

あくまでもミニマムに数値を提示しているだけで、その数値を書きな

さいと書いてありますか。 

[甲委員]その数値にしなさいとは書いてありません。ですが、少し記

憶が曖昧ですけれど 2 ベクレルの下限値で構いませんという表示で

した。 

平成２７年３月の環境委員会でもお答えしていますが、国のガイド

ラインに沿って 2 ベクレルとしています。 

2 ベクレルの根拠を国へ問い合わせたところ、セシウムの空気中

の濃度限度は 20 から 30 ベクレル（セシウム 134：20 ベクレル 

セシウム 137：30 ベクレル）のため、その１０分の１で 2 ベクレルを 

検出下限値に採用すれば、十分な精度を得られるからとのことでし

た。 

 



５．一般廃棄物処理施設の整備・維持管理に関する行政評価・監

視について 

「一般廃棄物処理施設の整備・維持管理に関する行政評価・監視

＜結果に基づく勧告＞」（総務省行政評価局2016年3月1日発表）

に起因する「一般廃棄物処理施設の整備・維持管理に関する行政

評価・監視＜勧告に対する改善措置状況（1 回目のフォローアップ）

の概要＞」（総務省行政評価局 2016 年 12 月 13 日発表）で、「1.ご

み焼却施設の長寿命化」の「（2）施設の維持管理の実施」の「（2）施

設の処理能力を超えたごみの投入を行わないよう徹底」で環境省等

からの指導はあったか？（過去に 100 トン以上の処理を行っていた

ことは「一般廃棄物処理施設の維持管理に関する記録」に記載され

ている） 

環境省等からの指導はありませんが、現在は 焼却炉の設計値

である１００t/d を超えないような運転を心がけています。 

６．排ガス中の重金属測定（調査測定）の測定方法について 

表-８）排ガス中の重金属測定（調査測定）は測定対象物質とし 

て、カルシウム、バナジウム、カドミウム、鉛、ひ素、全クロム、マンガ 

ン、銅、亜鉛、水銀（ダスト中、ガス状）、シアン化水素、フッ化水素、 

PCB を指定。ＪＩＳ K-0083：2006 ではカドミウム、鉛、ニッケル、マン 

ガン、バナジウム、クロム、ベリリウム、ひ素及びセレンを対象としてい 

る。カルシウム、銅、亜鉛は、ＪＩＳ K-0083（カルシウム、銅、亜鉛に 

ついてはＪＩＳ K-0083 を準用した）との記載があるが、「ＪＩＳ K-0083 

を準用した」の具体的中身はどのようなものか、上記３物質の計量証 

明を取得しているのか？「ＪＩＳ K-0083 を準用した」は認めることは 

できない。」に平成 28 年度第２回環境委員会で回答があった。 

（1）「他のクリーンセンターでも、同じ測定方法で実施しており、計量 

証明書を取得しています。」とあるが、どこか？ 

（2）ＪＩＳ K-0083 の 2006 年度改定でカルシウム、銅、亜鉛が削除さ

れているのにも係わらず、10年間も対応しなかったことは問題である

（10 年間もカルシウム、銅、亜鉛は、ＪＩＳ K-0083（ＪＩＳ K-0083 の

2006 年改定に関して指摘されてから、カルシウム、銅、亜鉛につい

てはＪＩＳ K-0083 を準用したと記載を変更しているが））。責任は？ 

（3）会議録には「10年間放置に関する確認は？」に関する部分が記

載されていないのはいかなる理由か？」に対して、平成 28 年度第３ 

前回の環境委員会でも回答していますが、 

「近隣7工場を調査しましたが、5工場は重金属測定を行っていませ

ん。 2工場（船橋市北部、松戸市）はＪＩＳ Ｋ-００８３を準用して環境

計量士による計量証明書を取得しています。」 

 



回環境委員会で「【回答】（1）近隣７工場を調査しましたが、５工場は

重金属測定を行っていません。２工場、船橋市北部、松戸市は、ＪＩＳ 

K-0083 を準用して環境測量士による計量証明書を取得していま

す。また、準用とは、ある事項に関する規定を他の類似の事項に必

要な変更を加えてあてはめることです。（2）ＪＩＳ K-0083 の 2006 年

度改定では、分析方法が追加になったと理解しています。（3）会議

録は事務局が作成し、組合側及び自治会側が署名しています。 

[乙委員]５工場というのはどこですか。 

[甲委員]佐倉・酒々井、船橋南部、千葉市北清掃、それから市川、

松戸和名ケ谷、この５工場です。」 

と回答しているが、船橋市北部工場に問い合わせした結果添付の

回答を得た。平成 28 年度第３回環境委員会での回答と矛盾する内

容である。これはいかなる理由か？また、「（3）会議録は事務局が作

成し、組合側及び自治会側が署名しています。」に至っては全く回

答になっていない。 

 

 

７．水銀対策の必要性について 

平成 27 年 6 月 19 日に「水銀による環境の汚染の防止に関する 

法律」が公布され、同時に「大気汚染防止法の一部を改正する法 

律」も公布されました。また、平成 28 年 9 月には、「大気汚染防止 

法施行規則の一部を改正する省令」及び「排出ガス中の水銀測定 

法について（告示）」が公布・告示され、排出基準や測定方法が示さ

れました。（経済産業省は、清掃工場などにおいて、排ガス中の水

銀や水銀化合物の排出を適切に管理・低減するために使用する、

水銀自動計測器の日本工業規格（JIS B7994）を制定した（排ガス中

の水銀自動計測器の主流となっている乾式還元方式自動計測器を

新たに制定した））廃棄物焼却炉についての排出基準案（12%酸素

換算値）は以下の通りです。 

新規施設：30 ㎍/N ㎥  既存施設：50 ㎍/N ㎥ 

これにより、平成 30年 4月 1日（または当該条約が日本国につい

て効力を生ずる日）から水銀の排出規制が開始されます。水銀対策

として水銀自動計測器を含む水銀除去新システムを採用すべき。 

排出ガス中の水銀については、重金属測定にて年２回分析して

います。 

 水銀自動計測器の導入は設置場所及び費用等の問題があります

ので設置できません。  
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